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１．はじめに 

1.1 本稿の背景 

1968 年に都市計画法が制定されたことで、都市化が加速された。都市計画法は、都市計

画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分する。市街化区域とは、すでに市街地を形成

している区域及びおおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域とし(都

市計画法 7 条 2項)、市街化調整区域とは市街化を抑制すべき区域とする(同法同条 3項)。

都市への産業集中化による都市地域の拡大および都市計画法による市街化区域と市街化調

整区域との線引き政策により市街化区域内に生じた「残地農業」は、一般的に都市農業と

定義される傾向にある。都市農業とは、都市農地において行われる耕作の事業をいう(都市

農地の貸借の円滑化に関する法律 2 条 3 項)。そして、都市農地とは、生産緑地地区(生産

緑地法 3条 1 項)の区域内の農地をいう(都市農地の貸借の円滑化に関する法律 2条 2 項)。

一方、農地は住宅用地や企業・商業用地へと転用されていく。そして、都市化の進展に伴

い、兼業化が進展している(小林 1979)。ほかにも、市街地化に伴い生じた地価の高騰に対

して、地域の中核的農家は農業経営の集約化や専門化を進めている。不動産経営など新た

な農業経営の対応を迫られている実態を解明した研究(江波戸 1972)や都市近郊地域におい

て進んだ農地転用と農家の不動産経営の実態を明らかにした研究(長島 1972)がある。市街

化区域と市街化調整区域とを区分した結果、市街化区域内農地については、農政の対象か

ら除外され、基本的に支援を受けられなくなり、1972 年以降、課税標準額１）を徐々に本来

の額に近付けていく負担調整措置を導入しつつ、宅地並み課税が実施されることになる(蔦

谷 2009；小野ほか 2016)。 

1982 年に創設された「長期営農継続農地制度」は、10 年以上の長期営農継続の意思があ

り、現に耕作用に供されている農地に関して市(町村)長が認定し、5 年間営農を継続すれば

宅地並み課税を免除するといった内容である(曽根 2014)。この都市農業の営農を認める制

度により、市街化区域内の農地は納税猶予を受けることになり、都市農業としての営農が
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継続されるようになった。それにより、農家は、市街化区域内の農地保全化を図ることに

なる。ただし、「長期営農継続農地制度」は、「偽装農地」のケースも多く、1992 年の生産

緑地法の改正により廃止されている。そして、その生産緑地法の改正により、三大都市圏

の特定市における市街化区域内農地については、都市計画において「保全する農地(生産緑

地)」と「宅地化農地」とに区別されている。宅地化農地に関しては、固定資産税が宅地並

みとなり、相続税の納税猶予制度の適用除外となっている。生産緑地に関しては、固定資

産税の農地評価と終身営農を条件とした相続税の納税猶予といった措置が適用されている。

また、生産緑地の指定を受けるためには 30 年の営農継続が義務付けられている(曽根 2014)。

生産緑地に指定されている間は他人に譲渡することができないが、30 年の営農義務経過後

は市町村に対して買取の申し出をすることが可能になる。その結果として、大量に市場に

土地が供給され、地価の下落を引き起こすことが懸念されている。これが生産緑地 2022 年

問題といわれるものである。なお、市街化区域内の農家が宅地並み課税の固定資産税や相

続税を課されるため、農家は短期間に重大な判断が求められることになる。農業経営をめ

ぐる環境の変化や後継者確保が不確実であるため、農家は「生産緑地」の指定を躊躇し、

「宅地化農地」を選択したケースが多い(曽根 2014)。 

そして、都市農業の振興は、都市住民とのかかわりが重要である。都市住民が農業に関

わる背景として、アグリツーリズム２）の成長の影響が考えられる。アグリツーリズムには、

都市住民が直売所や庭先販売で農産物を購入すること(菊地ほか 2016)だけでなく、観光農

園等で農業体験(林 2010)、市民農園(樋口 1999)や農業体験農園(宮地 2015)で主体的に農業

に関与することが含まれる。市民農園は、農地の市民的利用の一形態である。市民農園に

関する法律として、まず地方公共団体および農協が開設する場合に、区画分けされた小面

積の農地を短期間貸し付ける場合の農地法上の特例を設けた、「特定農地貸付けに関する

農地法等の特例に関する法律(特定農地貸付法)」がある。その後、農機具庫や休憩所等の附

帯施設を備えた市民農園の整備を促進するため、市民農園整備促進法が制定される。そし

て、2005 年に特定農地貸付法が改正され、地方公共団体および農協以外の者による市民農

園の開設が可能となっている。2018 年には「都市農地の貸借の円滑化に関する法律(都市農

地貸借法)」が制定され、都市農地の有効活用を目的とした市民農園開設のための都市農地

(生産緑地)を借りやすくする仕組みが創設されている。 

都市計画区域が市街化区域と市街化調整区域に区分されるという都市計画による都市農

地の規制のなかにあって、2015 年 4月に都市農業振興基本法が施行されている。都市農業

振興基本法は、都市農地の宅地化が促進されてきた従来の基本方針を転換し、都市農地を

計画的に保全すべきものと位置づける。都市農業は、都市農業に関する一連の法制度との

かかわりから、農地規制と税制の対応のなか、都市農業の振興をはかり、都市農地の有効

活用において、都市住民との交流を通して、都市農業を持続することになる。 
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1.2 従来の研究 

都市農業に関する研究は、大別して 3 つに分けられる。第 1 は、東京都を事例に都市農

業における多機能性(多面的機能)を解明した研究がある(鷹取 2000）。都市農業の特徴とし

て、新鮮で安全な農産物の供給、都市住民の農業への理解の醸成、身近な農業体験・交流

活動の場の提供など、多くの機能が相互に関連している。稲城市における直売所の経営特

性と都市における「農」の役割を明らかにし、「農」に対する関心がそれほど高くない一般

の住民がおり、課題として農家と消費者が生産の現場である園地内で触れ合う機会を確保

すべきとする指摘がある(林 2013)。つまり、農家が都市農業の重要性や公益性を都市住民

に解説することが求められている。 

第 2 は、都市農業地域における農家の経営特性について分析した研究がある(宮地 2003；

宮地 2006)。それらの農家は不動産経営により安定した収入を得ることで、柔軟に農業に取

り組むことが可能となっている。そして、営農を継続している農家を対象にしたヒアリン

グ調査と現地調査により、多品目生産や露地栽培と施設栽培など農業経営の多角化により

パッチワーク化した農地が保全されていることが明らかにされている(佐竹ほか 2018)。ま

た、立川市において農産物直売所を経営する農家は、直売する野菜の量や期間に合わせて

収穫を調整することによって、多毛作による耕地利用の高度化を実現している(菊地ほか

2016)。1990 年以降の都市農業の地域的特徴について、東京都と大阪府を研究対象地域とし

て、都市農業に関連した法整備のもとで、農業振興や農家の経営特性についての研究があ

る(石原 2019)。日本における都市農業に関する研究は東京都を事例としているものが多く

存在し、東京都に隣接する地域においても同様の実態がみられることが想定される。 

第 3 は、都市住民と農業とのかかわりを解明した研究がある。都市農地の生産緑地の維

持・貸与意向のアンケート調査により、都市農家の生産緑地の維持において、農地と住宅

地の共存による良好な住環境の形成を図ることが今後の可能性の一つとして示されている

(栗本ほか 2018)。小平市における都市農業においては、都市住民との交流と農業経営との

相互作用が生じていることを明らかにしている(飯塚ほか 2019)。都市化の進展により、年々

農地が減少するなかで、市民農園は都市住民が手軽に自然や農業に触れることができる空

間として注目されている。後継者不足により農地を有効活用するために、市民農園やコミ

ュニティーガーデン(新保ほか 2015)により都市農地を保全しているケースがある。海外の

文献としては、農地の市民的利用は、農村空間を構成する要素(ルーラリティ)の商品化で

あるといえる(Halfacree 1995)。農業の変化、人々の思考の変化、余暇活動への参加増大、

技術変化の効果などは同時発生的に影響する(Butler 1998)ために、時代に適合した都市農地

の保全方法を探る必要があるとしている。例えば、都市郊外で生じているホビーファーマ

ーは、都市農業地域における耕地を文化遺産とみなしており、農地管理をしているケース

もある(Stefano 2013)。つまり、世界で既に認められている農業の市民的利用が日本でも適

応できる可能性がある。 
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小規模化かつ分散化した耕地は、生産性の向上へ向けた取り組みを阻害してきた(菊地

2002)。市街化区域内農地などには多額の税金がかけられ、営農が困難になっているケース

がある。その一方で、東京大都市圏における小規模農業の重要性が増している。それは、

都市農業が存在することで、生鮮食料品の生産の維持や緑地空間の確保(生井ほか 1987)、

余暇活動の場としての市民農園等を通して、都市住民が自然と触れ合うことが可能となる

からである。都市農業は、大市場に近接する有利性をもつ反面、高地価・高労賃の下での

経営条件および市街化に伴う農業生産の場としての環境条件の悪化に加え、農地が島状に

分布するために農地の団地化が困難であるといった問題を有してきた(笠間 1980；犬井

1985)。労働をめぐり農業と非農業との間に競合が起こり、農業は都市的産業に対して全体

として劣等な地位にあり、兼業化や農業労賃の上昇により、都市農業地域における経営が

不利となっている(尾留川ほか 1967)。また、労働力からみると、農家の後継者不足と高齢

化が進行しているといった問題がある。都市農地が都市計画法の市街化区域と市街化調整

区域とに区分されることによる影響下で、都市農業における経営条件と環境条件の悪化お

よび外国人技能実習生による労働力確保の問題のなかで、都市農家は都市農業の振興を図

ることになる。 

 

２．本稿の目的と方法 

本稿では、都市農業は東京大都市圏などの大都市圏における市街化区域及びその周辺の

地域において行われる農業(都市農業振興基本法 2 条)のことをいい、東京大都市圏は秩父

および房総３）を除く一都三県(東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県)を指すこととする(図 1)。 

JA あさか野地域は、東京都練馬区等に隣接する埼玉県南部に位置しており、志木市・新

座市・朝霞市・和光市の JA あさか野の管轄地域である。JA あさか野地域は、近年、急速

に宅地開発が進んでおり、市街化区域と市街化調整区域が混在している地域であるため、

農業生産の場としての工夫や労働力確保の状況について、農家へ詳細な聞き取り調査をす

る必要がある。都市農業では農家の兼業化が進むなかで、家族労働力のみでは不足するよ

うな機械化が困難な収穫・出荷作業において多くの労働力を必要とする農業が重要視され

ている。こうした環境にありながらも都市農業が維持されていることには、都市農業に適

した労働力確保が重要な役割を果たしていると考えられる。東京の中心日本橋から半径約

30km に及ぶ地域は、高層オフィス街から住宅地まで連続した市街地が広がっている(山本

1987)。この地域は、都市農村空間に包括され、一部の地区で都市農業が残存している。研

究対象地域である JA あさか野地域は、上記市街地の外縁部に位置する。東京都に隣接し

ている地域かつさいたま市にも隣接している地域であるにもかかわらず、市街化区域と市

街化調整区域が混在している(図 1)。JA あさか野地域は、都心から 30km 圏内に位置して

おり、志木市、新座市、朝霞市、和光市を含む(総面積は 61.28km2、総推計人口は 469,448

名(2021 年 6 月 1 日現在))。私鉄・地下鉄や JR 線を利用して、東京中心部等への移動性に
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優れた住宅地域として位置づけられる。本地域では、市街化区域と市街化調整区域がかな

りの部分で混在しているために、農地は住宅地に囲まれて複雑化して存在する傾向にある。 

 

図 1 東京大都市圏の都市地域および調査対象地域の区分(2011 年) 

(国土交通省国土数値情報都市地域データをもとに作成) 
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JA や農家によると、研究対象地域は、サトイモやニンジンの適作地である。しかし、2000

年以降、ホウレンソウの作付面積が増加し、サトイモやニンジンの作付面積は減少してい

る(図 2)。その要因は、大規模生産が可能な産地との競合が影響し、農家は、ホウレンソウ

という軟弱野菜に変更しているから

である。研究対象地域では露地栽培

による野菜生産が盛んであり、ホウ

レンソウ等の収穫は手作業で行われ

る。2015 年時点では、JA あさか野に

よると、農業従事者数は 2～3 人/戸

であり、家族経営が中心となってい

る。2015 年農林業センサスによれば、

研究対象地域では、第 2 種兼業農家

率が約 33％、自給的農家率が約 35％

を占めていることから、農外所得を

主とする農家が多い(表 1)。経営耕地

面積が50～100aである農家数が最も

ぶどう
いちご

ジャガイモ

サトイモ

ダイコン

コマツナ

ニンジン

ホウレンソウ

 

図 2 研究対象地域における主要作物別作付面積の推移 

2007 年からのニンジン以外の作付面積は公表されていない。コマツナの場合、1991～2000 年は 

その他のつけな、2001～2006 年はコマツナの作付面積を示した。ぶどうの場合、1991～2006 年 

の結果樹園面積を示した。(埼玉農林水産統計年報により作成) 

表 1 研究対象地域における農家の概況(2015 年) 

 

(2015 年農林業センサスにより作成) 
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多く(表 1)、JA あさか野の聞き取りによる一般的な農家の経営耕地面積 70a 程度であると

する結果とほぼ一致する。経営耕地面積 100a 以上の農家も全体の約 2 割を占めているの

で、労働力不足を何らかのかたちで補完していることが想定される。なお、研究対象地域

の 9 割が家族労働力限定農家である。 

調査形式は、通常行われるように各行政や JA あさか野の聞き取り調査による。あわせ

て、有機農業を推進したり農業体験農園を運営したりリーダーシップを発揮する農家から

の紹介により、都市農業に意欲的に取り組み、先進的な農家を選定し、その農家での参与

観察および聞き取り調査を実施している。つまり、本稿は、都市計画による都市農地の規

制に対する都市農家のマクロとミクロの実態調査を行ったことになる。調査時期は、都市

農業振興基本法の施行前後の 2012 年 3～5 月、2013 年 11 月、2014 年 9 月、2015 年 5～12

月、2016 年 3～6 月である。本稿は、上記による調査内容をもとに、都市農業の振興と都

市農業の持続のために都市農家が都市住民に対してどのような役割を果たし、都市住民は

どのような目的で農業に携わっているかについて考察する。そして、本稿の研究目的は、

宅地化が進む JA あさか野地域を事例に、都市農業の振興と都市農家の労働力確保の実態

把握および都市農家と都市住民との関係性から、都市農業がどのように持続されているの

かを明らかにすることである。 

 

３．都市農業振興のための労働力の類型別にみた研究調査地域における都市農家の対

応 

本研究で調査を行った農家の類型を表 2 に示す。類型は、まず、家族労働力のみで農業

を経営しているのか、それとも雇用労働力を有するのかで分ける。ここで、雇用労働力と

は、都市農家が家族労働力を基本とするなかで、家族以外から供給される労働力をさし、

本稿では主として補助的労働力を対象とする。さらに、前者については、農業体験農園を

経営しているか、後者については補助的労働者を援農ボランティアと参与観察で体験した

ボラバイターおよびアルバイトも加えた 3 つで区別している。補助的労働者に関しては、

多くの文献が援農ボランティアを取り上げているが、それらに共通するのが援農ボランテ

ィアの問題点を指摘している(舩戸 2013；深瀬 2013；北川ほか 2014；今野 2021)。援農ボ

ランティアの活用における問題点としては、行政からの依頼による雇用形態であることに

より積極的な活用がはかられないことと、無償かつ善意である以上、ボランティア側の都

合による日程や人数の変動に対して、農家側は自らの意向を強く伝えられない傾向にある

ことがあげられる。なお、援農ボランティアには有償つき援農ボランティアがあり、ボラ

バイターはボランティアとアルバイターとの中間の性質をもつ。そこから、補助的労働者

の活用は、パートタイマー、有償つき援農ボランティアとボラバイター、援農ボランティ

アの 3パターンを想定する。 
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3.1 都市農家の農業生産の事例 

3.1.1 家族労働力限定農家の事例 

農家 1 は、男性 2 名(M7 と M5)と女性 1 名(F5)が農業に従事しており、経営耕地面積は

2007 年以降 70a の規模が維持され、農地のすべてが市街化調整区域に指定されている。農

家 2 は世帯主(M6)とその妻(F6)の 2 人が農業に従事しており、経営耕地面積は 1996 年以降

70a の規模が維持され、農地のすべてが市街化区域に指定されている。農家 1 は、30 品目

の野菜をスーパー、農産物直売所、朝霞市の給食センターに出荷し、都市住民にいも掘り

体験をさせている。農家 2 は、大都市近郊の特性を活かすことのできる野菜生産に特化し

カリフラワー、ミニカボチャ、コマツナを生協に、キュウリ、ナス、トマトなどを JA 直売

所に出荷している。カリフラワーとミニカボチャは、生協からの依頼で栽培を開始したも

のである。農家 2 の M6 は、就農すれば税金が 5,000 万円、就農しなければ 1 億円の納税

義務が課されるという選択を迫られたために、納税猶予の第 1 号となり、就農を決意した

という。 

 

3.1.2 補助的労働者雇用農家の事例 

農家 3は、男性 2 名(M6 とM3)と女性 2 名(F8 と F6)が農業に従事しており、経営耕地面

表 2 研究対象地域における農家の経営形態(2016 年) 

 

M は男性、F は女性、数字は何十歳代か、－は なしを示す。 

(聞き取り調査により作成) 
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積は 1976 年以降 200a の規模が維持され、農地のすべてが生産緑地に指定されている。農

家 3 は、ぶどうを庭先販売、農産物直売所、新座市の小中学校に出荷し、都市住民にぶど

う掘り体験をさせている専業農家である。農家 4 は、男性 3 名(M7 の 2 名と M2)と女性 3

名(F5 の 2名と F3)が農業に従事しており、経営耕地面積は 2012 年以降 123a の規模が維持

され、農地のすべてが市街化調整区域に指定されている。農家 4 は、いちご施設栽培と 15

品目の野菜を庭先販売、農産物直売所、板橋区の市場に出荷し、都市住民にいちご掘り体

験をさせている。農家 5 は、男性 2 名(M6 と M3)と女性 1 名(F6)が農業に従事しており、

経営耕地面積は 1965 年以降 230a の規模が維持され、農地のすべてが市街化調整区域に指

定されている。農家 5 は、30 品目の野菜をスーパー、庭先販売、築地市場(当時、現在は豊

洲市場)、個人宅配、新座市の小中学校に出荷し、都市住民にいも掘りや収穫体験をさせて

いる。農家 6 は、世帯主(M6)、妻(F7)、息子(M4)、息子の妻(F3)が主に農業に従事している。

現在の経営耕地面積は約 200a であり、畑地はいくつかの市町村の約 10 カ所に点在してい

る(図 3)。したがって、農家 6 の農地(畑地)は市街化区域であるが、その以前の畑地とは別

の現在の畑地は市街化区域と市街化調整区域のどちらにも存在している。農家 6 は、軟弱

野菜を主要作物としており、その他の作物は旬の時期に栽培している(図 4)。農家 7 は、男

性 2 名(M8 と M5)と女性 1 名(F8)が農業に従事しており、経営耕地面積は 1986 年以降 70a

の規模が維持され、農地のすべてが市街化区域に指定されている。農家 7 は、10 品目の野

菜を生協、農産物直売所に出荷し、個人宅配も行い、有機栽培をしている。 

 

図 3 農家 6 の畑地分布(2016 年) (参与観察により作成) 

都市社会研究 2023

- 115 -



 

 

3.1.3 農業体験農園運営農家の事例 

農家 8 は、男性 1 名(M8)と女性 1 名(F5)が農業に従事しており、経営耕地面積は 27a で

あり、農地は市街化区域に位置している。農家 8 は、ダイコンやニンジンを中心に栽培す

る野菜農家であったが、都市化が進むにつれて、農地を集約して自給的農家となっている。

農家 8 の周辺の農家は、戸建てやアパート等の不動産経営をしており、自給的農家とみら

れる傾向にある。農家 8 は、行政の協力も得ながら、2010 年 4月から農業体験農園を運営

している。農家 8 の場合、農業体験農園運営自体は赤字であるが、農地の有効活用や税金

(固定資産税)対策のために今後も農業体験農園を続けていくという。農家 9 は、男性 2 名

(M6 と M3)と女性 1 名(F6)が農業に従事しており、経営耕地面積は 1978 年以降 100a の規

模が維持され、農地のすべてが市街化調整区域に指定されている。農家 9 は、20 品目の野

菜を農産物直売所に出荷し、庭先販売している。 

 

3.2 都市農家の補助的労働力の活用事例 

3.2.1 家族労働力限定農家の事例 

農家 1は、栽培作物が 30 品目と多く、出荷先も多様であるが、家族労働力で対応してい

 

図 4 研究対象地域における作物栽培歴(2015 年)(聞き取り調査により作成) 
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る。農家 2 は、労働者を雇用すると、その雇用の維持のために、毎年同じ作物を栽培しな

ければならないことになり、作物の選択の自由が利かなくなるため、家族労働力のみで農

業を営んでいる。 

 

3.2.2 補助的労働者雇用農家の事例 

農家 3 は、補助的労働者としてパートタイマーとシルバー人材を活用している。農家 4

は、補助的労働者としてパートタイマーを活用しているが、2016 年 11 月からは援農ボラ

ンティアの活用も予定している。農家 5 は、補助的労働者としてパートタイマーを活用す

る。農家 6は、2002 年から農業に強い関心をもつ東京大都市圏内の住民を日帰り通勤可能

なボラバイターという形態で臨時雇用している。ボラバイターの 9 割以上が農業初心者で

あり、IT 企業、商社に勤務する者や介護職、自営業のように様々な職に就いている。農作

業を通して、職種や年齢層の異なるボラバイター同士が交流する機会にもなっている。熟

練のボラバイターは、家族労働力と同様の作業を行うようになる。農家 7 は補助的労働者

として援農ボランティアを活用しており、世帯主は市民農園の指導者を務めている。 

 

3.2.3 農業体験農園運営農家の事例 

農家 8 と 9 が農業体験農園の運営農家である。農家 8 が 2010 年 4 月から運営する農業

体験農園の指導者は、農家 8 の F5 とその叔父 M8 の 2 人である。行政が農業体験農園の参

加募集の窓口となり、農業体験農園の抽選倍率は約 2.5 倍となっている。農家 8 の農業体

験農園には 32 区画存在し、1区画はおよそ 30m2で年度初めに利用者に割り当てられる。 

 

４．都市農家と都市住民とのかかわりからの都市農業の持続可能性 

都市農業の振興は、農地の宅地化推進に関する法制度および農地の保護と市民農園推進

に関する法制度がかかわっている。それらが相互に協調するときと相反するときがあり、

農業経営の強みと弱みとの相関とかかわっている(表 3)。農地の保護と農業経営の強みが協

調するとは農家 1、4、5、9のように農地が市街化調整区域であるときであり、農地の宅地

化推進と農地の保護とが相反するとは農家 2、6、7、8のように農地が市街化区域であると

きである。農家 3の農地は生産緑地であり、生産緑地 2022 年問題が影響する。ただし、指

定から 30 年を経過する生産緑地について所有者等の同意を得て特定生産緑地として 10 年

指定する特定生産緑地制度の施行により、生産緑地税制の継続が 10 年延長可能になり、そ

の再延長も可能になったことから、2022 年の生産緑地の市場放出とその影響は限定的にな

っている(酒井 2021)。そうすると、農家 3 は、農地の保護と農業経営の強みとが協調し、

農地の宅地化推進と農地の保護とが相反する関係をあわせ持っていることになる。 

研究対象地域の 9 割が家族労働力限定農家であり、面積が小さく大型機械の導入が困難

であることからも、多くの都市農家は、栽培には手数のかからない軟弱野菜を主体にした
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農業形態とならざるをえない。そのなかにあって、手数をかけて差別化をはかるために有

機栽培を行う農家 6 や農家 7 がある。都市農家は、軟弱野菜の栽培を主体にした農業形態

であり、農地を有効に活用するために、都市住民を取り込んでいる。近年宅地開発が進み、

文教都市かつ市街化区域と市街化調整区域が混在している JA あさか野地域の先進的な農

家は、点在する狭小な農地で農業を営む必要があり、多品種少量生産で、出荷先も多角化

している。軟弱野菜の収穫作業において、機械化できないため、都市農家にとって、パー

トタイマー、ボラバイター、援農ボランティアといった多様な補助的労働者の存在が重要

であることが明らかとなった。都市農家は、都市農業の生産活動を通じ、都市住民に地元

産の新鮮な農産物を供給する機能に寄与している。これは、農家は都市住民と顔の見える

関係を築いている点を指摘することができる。 

JA あさか野地域における家族労働力限定農家、補助的労働者雇用農家、農業体験農園運

営農家は、都市農家の農産物の供給において、農業生産の工程で都市住民と連携して顔の

見える農業を実践している。それら農家の重要な消費者は近隣住民であり、農家は彼らと

の良好な関係を築いている。とくに、家族労働力限定農家や補助的労働者雇用農家は、多

品目少量野菜等を直売所やスーパーへ直接出荷・陳列することで消費者の評価を短時間で

知ることができる。また、その収穫物の品質への評価が高いことが都市農業の振興を図

表 3 研究対象地域におけるクロス SWOT 分析 

 

【強み（Strengths）】 

・兼業 

・補助的労働者の雇用 

 ・都市住民の活用 

・農業体験農園の運営 

 ・農業従事者の育成 

・出荷先の多様化 

・有機栽培 

【弱み（Weaknesses）】 

・専業 

・後継者不足 

・家族労働 

・自給的農家 

・庭先販売 

・赤字経営 

・軟弱野菜の栽培 

【機会（Opportunity）】 

・農地の保護 

・都市農業振興基本法 

  ・都市農地の保全 

・生産緑地法 

・生産緑地（都市農地）・特定生産緑地 

・特定農地貸付法  

・市民農園整備促進法（市民農園） 

・宅地並み課税の回避 

・宅地並み課税の回避のもと、市

街化調整区域と市街化地域（生産

緑地）の都市農業を維持する。 

・都市住民を補助的労働者として

雇用し、有機農業による差別化と

農産物の出荷先の多様化を図る。 

・市民農園を農業体験農園として

活用し、都市住民を農業従事者と

して育成する。 

・多品目少量野菜等を直売所や

スーパーへ直接出荷・陳列する

ことで消費者の評価を短時間で

知ることができる。 

・特定生産緑地制度の施行によ

り、生産緑地税制の継続が10年

延長可能になり、その再延長も

可能になったことから、宅地並

み課税を回避する。 

【脅威（Threat）】 

・農地の宅地化促進 

・都市計画法 

・都市計画区域（市街化区域） 

・都市計画区域（市街化調整区域） 

・宅地並み課税 

・生産緑地2022年問題 

・都市農業の生産活動を通じ、都

市住民に地元産の新鮮な農産物を

供給する機能に寄与する。 

・農業生産の工程で都市住民と連

携して顔の見える農業を実践す

る。 

・手数のかからない軟弱野菜の

栽培を主体にした農業で、家族

労働、自給的農家、庭先販売を維

持する。 

・生産緑地2022年問題において

は、生産緑地の市場放出とその

影響は限定的である。 
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ることにつながる。さらに、都市農家は、新鮮で良質な地場農産物を近隣住民に提供する

ことで、近隣住民は土ぼこりなどの生活上の不便さに対して理解を示すことによって、市

街化区域での営農が可能となる。上記から、都市農業の振興は、都市農業の基本理念を市

街化調整区域と市街化区域および生産緑地に合わせて図られていることになる。そして、

農業体験農園を営む農家 8 と 9 は、市民農園とかかわっている。都市農業の振興の観点か

らは農家１～9は持続しているといえるし、農地の保護と協調する農家 1、4、5、9は持続

可能といえる。しかし、農地の宅地化推進に関する法制度と相反する農家 2、6、7、8は持

続可能とはいえない。ただし、都市農業の生産活動を通じ、都市住民に地元産の新鮮な農

産物を供給する機能に寄与し、農業生産の工程で都市住民と連携して顔の見える農業を実

践することからの政策的な対応により持続可能となりうる。農家 3 は、生産緑地税制の継

続が可能になっており、これまでの状況が維持される。そのような状況にあるとき、家族

労働力限定農家は、補助的労働者雇用農家や農業体験農園運営農家に分化する可能性があ

り、それが都市農業の持続可能な対応になりうる。 

 

５．おわりに 

1960 年代以降、都市農業に関する法制度の変化に伴い、農家は、農業経営の変化をその

都度対応しなければならない状況に追い込まれている。都市計画による都市農地の規制の

なかにあって、都市農地を計画的に保全すべきものと位置づけ都市農業の振興を図らなけ

ればならないという関係において、都市農業の持続可能性が問われる。都市農業振興基本

計画の基本的施策は、都市農業により生産された農産物の地元における消費の促進および

農作業を体験することができる環境の整備等を進めることになる。そのなかで、都市農家

は、農業経営形態により、都市農業の持続につなげている。そこでは、都市農業の振興の

都市農業振興基本法の基本理念に沿いながら、都市農家の都市住民への農作物の提供にと

どまらずに、生協や農産物直売所への提供、さらに全国展開を図る農家がある。また、市

民農園に関係する法律のもとに、農業体験農園により都市農家と都市住民との交流をはか

っているものの、赤字経営を余儀なくされる農家がある。また、都市農業の振興のために、

都市における農地の有効な活用および適正な保全をはかる施策は、法制度による都市農業

の土地利用の制約によって農業と不動産業との兼業を誘引することにもなる。 

本稿の都市農家のマクロとミクロの実態調査の分析から導出される対応は、農地に関す

る土地規制と税制上に関する消極的なものといえる。土地規制に対しては、都市農家が都

市農業を振興していくことを支援するために、市街化区域と市街化調整区域または生産緑

地の線引きの柔軟な対応がある。その税制の対象は、固定資産税や相続税である。都市農

業の振興を図っていくうえで関係する税制は、他に農家の所得税がある。例えば農業体験

農園を営む農家が赤字経営となっていることに対して、所得税に対する対応が考えられる

(平野 2006)。それら農家が出資者となり有限責任事業組合(Limited Liability Partnership : 
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LLP) ４）を設立し、法人税を支払わず出資者である農家のみが所得税を支払えばよいとす

るパス・スルー課税５）とすることが考えられる。 

東京都以外の他地域を事例とした営農活動の分析を踏まえた研究が、都市農業の存在価

値を高めていくうえで必要である。都市農家は、2015 年に施行された都市農業振興基本法

の基本理念と都市農業振興基本計画のもとに都市農業の振興をはかっている。都市計画に

おける都市農地の規制のなかに、生産緑地 2022 年問題の懸念が存在していた。その懸念

は、特定生産緑地制度の施行により、ある程度解消したといっても、都市農地の保全の観

点からは課題は残されたままにあるといってよい。その課題の対応は、税制上の対応とと

もに、東京都以外の他地域におけるクロス SWOT 分析のもとに、都市農家が柔軟に都市住

民を取り込む農業経営をしていくことで、都市農業の振興へとつなげていくことに見いだ

せる。都市農業の振興と農業労働力との関係から、都市農業の新たな課題に対しても、労

働力の類型別にみた都市農家は、補完的または予備的な労働者である 3 つの関係からの労

働力の柔軟な対応によって、都市農業は持続可能となろう。 
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［注］ 

1) 課税標準額とは、評価額が急激に上昇した場合でも税額の上昇はゆるやかなものになるよう

にする措置をいう。 

2) アグリツーリズムとは、Agriculture (農業)と Tourism (旅行)を掛け合わせた造語であり、都市

住民などが農場や農村で休暇・余暇を過ごすことをいう。 

3) 秩父とは秩父市、小鹿野町、横瀬町、皆野町、長瀞町、東秩父村であり、房総とは鴨川市、

館山市、鋸南町、南房総市である。 

4) 有限責任事業組合とは、有限責任事業組合契約によって成立する組合をいい(有限責任事業

組合契約に関する法律 2 条)、イギリスなどにおける同様の組合を意味する LLP とよばれるこ

ともある。有限責任事業組合契約とは、個人又は法人が出資して、それぞれの出資の価額を

責任の限度として共同で営利を目的とする事業を営むことを約するものをいう(同法 3 条 1

項)。 

5)  LLP が農園利用方式で行う市民農園・農業体験農園の運営にかかる諸施設が赤字である場

合、その赤字部分が各出資者へ配分され、その赤字と出資者の所得とを相殺した残りの所得

の所得税が支払われればよいことになる。 
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